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第 1節 本研究の到達点 
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１．専門職の関わり 
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医、看護師の配置の少なさから、劣悪な環境下に置かれた患者もいた。第 3 の転換点は 1988
























































































































要はない。アメリカでは disabled people から people with disabilities へとことばの変化















第 2 部の調査研究については、第 1 章は地域移行支援事業を積極的に進めてきた北海道
を対象地とし、4 種の関係者に行った面接調査の結果を質的に分析し、ピアサポートの支







































研究の分析傾向をみると 9 本の論文の分析方法は様々である。M−GTA を使ったものが 2
論文、Berelson の内容分析法、SWOT 分析、KJ 法、計量テキスト分析、Lofland の分析











第 2 部第 1 章、第 2 章の各章で調査方法の選択理由と分析の詳細について説明する。ま
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1948 年 世界人権宣言  
1966 年 国際人権規約  







1995 年  ・障害者プラン：精神障害者地域生活支援事業 5） 
1996 年 精神保健ケアに関する法：基本 10 原則 3）  
1999 年  ・精神障害者地域生活支援センターが法定化 
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2002 年  ・社会保障審議会障害者部会精神障害分会報告書 6） 
・ 精神保健福祉サービスの実施主体が都道府県か
ら市町村へ 




2004 年  ・精神保健医療福祉の改革ビジョン 10） 
2006 年 障害者の権利に関する条約 4） ・障害者自立支援法の施行 11） 
2007 年  ・相談支援体制整備特別支援事業のピアサポート強
化事業 12） 
2008 年  精神障害者地域移行支援特別対策事業の実施につい
て 13） 
2009 年  ・精神保健医療福祉の更なる改革に向けて 14） 
・障害者権利条約締結に向け、内閣府に障がい者制
度改革推進会議を設置 15） 

















2013 年  ・障がい者制度改革推進会議差別禁止部会：障害を
理由とする差別の禁止に関する法制の制定に向けて




人権宣言と 1966 年の国連人権規約については序章の第 2 節に示した通りである。 
15 
 
障害者の人権については 1975 年の「障害者の権利宣言」と、以下に述べる 3 つの原則
が関連する。まず、「障害者の権利宣言」は、国連が、障害のある人に対する差別と不平等
の撤廃について謳ったものである。翌 1976 年には「国際障害者年」を 5 年後に設けるこ
とを決議し、社会の目がようやく障害のある人たちに向けられるようになった。 
障害に関する 3 つの原則は 1991 年の「精神疾患を有する者の保護及びメンタルヘルス
ケアの改善のための諸原則(以下、国連原則)」と、1993 年の「障害を持つ人びとの機会均
等化に関する基準原則（以下、基準原則）」、また、1996 年の「精神保健ケアに関する法：









































































































ない障害者総合支援法にとどまった。強いて注目できる点としては、第 77 条 1 や 2 で「地
域の一般住民による障害のある人やその家族の理解と社会的障壁の除去に関する事項」の
追加、第 87 条 3 で障害福祉計画の作成に、障害者及び家族の意見を反映させること、第
































































































 「受け入れ条件が整えば退院可能な約 7 万 2 千人」の記載が 2002 年の社会保障審議会
障害者部会精神障害分会で報告されて以降、国の政策は入院医療中心から地域生活重視に
転換した 6）。厚生労働省は 2003 年に精神障害者退院促進支援モデル事業を開始し、続く












績については、民間の巣立ち会の報告書によれば 2003 年から 2005 年の精神障害者退院促
進モデル事業の退院率は岡山県や長野県のように 7～8 割に至る県がある一方、3 年間の実
施都道府県全体の退院率の平均は 3～4 割であった 35)。また、先のビジョンの前半 5 年が
終わった 2009 年時点では約 2000 人強の退院を実現したにすぎない。事業を通して対象者
への積極的な支援を行なってはいるが、退院実数という数値ではなかなか成果を示せなか
った。地域移行支援事業は 2012 年 6 月の事業仕分けで抜本的改善を求められる事業に分
類されている。その根拠は、退院実績の点と地域体制整備コーディネーターの効果の問題
である。事業仕分けに関わる公開プロセスで示された事業概要には 2006 年からの実績が
示されているが、各年対象者の 30 数パーセント、実数として 2006 年から 2010 年の 5 年





























































































































の地域移行支援事業に関する報告で、かつピアサポートと関連するものを表 1-2 に示した。 
 
表 1-2 厚生労働省障害者保健福祉推進事業及び総合福祉推進事業の調査内容と実施団体 
年度 調査内容 実施団体 










2008 年度 ⑤精神障害者の地域生活移行及び定着支援推進事業 44）  
⑥精神障害者の円滑な地域移行を推進する地域体制整備コーデ































































































（2000 年度〜2003 年）37）や、「地域精神保健福祉活動事例集 1〜11」（2002〜2011 年）
があり、中でも 2008 年はピアサポートに関するまとめがされている 63）。また、昨年は「ピ
アの「力」〜大阪府精神障がい者退院促進ピアサポーター事業〜」（2012 年）64）が出され
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27）山本真理他(2010)「第 6 回精神保健フォーラム 危機のなかで人間として生きる権利




的入院者の退院問題」『作業療法ジャーナル』 38(12), 1090-1096. 






























ための教材開発に関する事業」『平成 19 年度厚生労働省障害者保健福祉推進事業報告書』 
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第 1節 精神に障害のある人同士による支援活動の歴史的変遷 
１．セルフヘルプグループ 
 セルフヘルプグループ（以下、SHG）の始まりは 1935 年にアメリカの 2 人のアルコー
ル依存症当事者が作った匿名アルコール依存症者の会、アルコーリクス・アノニマス（AA）
と言われ、また、わが国の SHG の始まりは 1948 年の日本患者同盟や 1951 年の全国ハン
セン氏病患者協議会によると言われている１）。諸外国においては第 2 次大戦後からあった




























の支援とは異なる SHG の長所が場合によってはマイナスに転じることがある 3）。 





 続いて、1960 年代、SHG において、従来の精神保健福祉サービスに取って代わり提供
されるサービスがオルタナティブサービスと呼ばれ、広がりをみせた。中心的な役割を果








 田中はわが国におけるオルタナティブサービスの始まりを 1960 年代の病院内自治会と
考えた 8)。当時の自治会は専門職主導で作られたものではあるが、入院者の自主的な活動
を行う一定の組織形態を持つ。その後は保健所や精神衛生センターの専門職の介入で成立



























































全土に広がり、わが国でも 1947 年に日本 BBS（Big brothers and sisters）連盟が設立、
非行少年のメンタルフレンドのプログラムとして定着した 14)。その後、アメリカの精神保













































第 2節 地域移行支援事業におけるピアサポートに関する先行研究 
わが国の精神保健福祉の領域で最初に「ピアサポート」の語を使用し、実践を行ったの
は寺谷が率いる JHC 板橋と思われる 29)。1996 年に「ピアサポートネットワークセンタ―
ハーモニー」を開設した。また 1998 年には精神障害当事者である加藤が率いる「ピアサ
ポートセンタ―こらーるたいとう」が生まれ 29)、以後、多数の団体が誕生している。たと
えば 2001 年八王子精神障害者ピアサポートセンタ―、2008 年ぴあ・さぽ千葉、ピアサポ































 諸外国においても地域移行に関する興味深い研究がある。カナダの Forchuk ら 37）38)や
Reynolds ら 39）は地域移行に関わるピアサポートの支援の効果に関する研究を実施してい
る。Forchuk らによれば TDM（Transitional Discharge Model 地域移行モデル）を実施
し、ピアサポーターや看護師が介入することで対象者の在院日数が 333.5 日から 217.5 日
に短縮したことが示された 38)。Forchuk ら 2 つの研究でのピアサポートとは「地域生活を
送っている元メンタルヘルスサービスの利用者による援助と友情関係からなるもの」であ
る。さらに Forchuk らの研究は、カナダとスコットランドの国による差異についても検討
している。カナダのオンタリオでは 2001 年に政府が入院者に対する予算として約 7 億ド
ル、地域生活者に対して約 5 億ドルを費やしている。ピアサポーターについては政府から
基金を受けている当事者グループからピアサポートの役割を担う人材が供給され、パート
タイムで雇用されている。TDM を実施したことにより、元対象者の QOL が入院時よりも
よくなり、入院コストの減少と、入院期間の短縮が見られた。一方、スコットランドはメ
ンタルヘルス面の病床の減少と地域サービスの充実の必要性が強調され、退院をできるだ
け早く進める事情が生じていた。TDM の結果、比較群の再入院は統制群の 2 分の 1 であ
り、退院後の対人関係のサポートの重要性が示された。TDM に関与したピアサポーター
と看護師は柔軟に、熱心に対象者に対応することができた。以上、2 国間には TDM を維
持できる基金や、当事者グループの自立度の違い、専門職の意識の違いはあるが、TDM
及びピアサポートが元対象者の退院後の人々の安全網になっていることが示された。 
また、オーストラリアの Lawn ら 40）はピアサポーターの参加により全 49 名の被験者全
































































































































































ピアサポートを受けるか行った場合であり、リカバリーの指標としては RAS と SISR-A、
B を用いた。RAS とは Recovery Assessment Scale で、24 項目から成る。SISR-A, B は
Self-Identified Stage of Recovery PartA と PartB であり、A はリカバリーを 5 段階に仮
定し、「モラトリアム期」「気づき期」「準備期」「再構築期」「成長期」のどの時期に該当す
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として Mental Health Planning Council がある。州ごとに設置され、審議会を統括する
連合組織もある。審議会のメンバーには当事者、家族を入れることが一般的である（たと
えばアイダホ州、ワシントン州など）。中でもカリフォルニア州は審議会メンバーの構成
































のある人たちの法律制定や改正に対し、主張を繰り返してきた。JDF の役員の 11 名が障
がい者制度改革推進会議の委員であり、総合福祉部会や差別禁止部会の委員を務めた人も
あり、実質、推進会議をけん引したのは JDF のメンバーといっても過言ではない。このよ




 まず、知的障害のある人については 2008 年全日本手をつなぐ育成会本人活動委員会が
実施した調査結果によれば、地方自治体の協議会や障害計画関連部会への知的障害のある
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第 2 部 調査研究編 








第１節 はじめに  










































幌と、後志、遠軽・紋別の３圏域を調査地域とした。調査地域は図 1 に示す通りである。 
これら 3 圏域の事業開始は遠軽・紋別が 2006 年 10 月、後志が 2007 年度、札幌が 2009
年度であり、退院可能な在院患者数は札幌が 523 人で最多、後志と遠軽・紋別は各 86 人、
39 人と全圏域のほぼ中間（約 30～80 人）に位置づく 10）。地理的には後志が道中西部、札
幌が道央、遠軽・紋別が道東北部と、広く道内にまたがり、産業構造は札幌が 3 次産業、
他は農業など 1 次産業を中心とする地域である。 





在、地域生活を送る精神障害のある人（以下、元対象者） 3 名、精神科病院関係者 3 名、
















表 1-1 調査対象者の基本属性 
対象 札幌 遠軽・紋別 後志 合計 
ピアサポーター 男性（50 代）    
女性（50 代） 
男性（20 代・40 代・50 代）
各 1 名、女性（50 代） 
男性(30〜60 代)5 名     
女性(30〜50 代)3 名 
14 名
元対象者 男性（60 代） （男性(40 代)）注） 男性(40 代)2 名 3 名 





























第 3節 結果 
１．調査の実際 






得たのは、ピアサポーター10 名(札幌と後志)、元対象者 1 名(札幌)、推進員 2 名(札幌と後
志)、精神科病院関係者 3 名であった。 
 
２．インタビュー内容の分析方法とその結果 
分析方法は、Lofland らの質的分析方法を参考にし 11）、3 圏域で収集したデータを対象
ごと、特にピアサポーターの活動内容や元対象者の地域移行前後の変化とピアサポートの













分析結果は 12 コードと、5 カテゴリー、2 タイプである。分析結果の一覧を表 1-2 に示
したが、発話内容は紙面の関係で内容を抜粋した。括弧内は発話者を指す。２タイプは「仲
間的支援」と「熟達的支援」であり、「仲間的支援」には 2 カテゴリーと 5 コード、「熟達



































表 1-2 ピアサポートの支援の効果に関する分析結果 


































































































































































































































続いて、わが国の 2003 年 5 月の厚生労働省精神保健福祉対策本部中間報告は、「精神保






































大会(2010 年 10 月)、第 19 回大会(2011 年 11 月)、及び日本精神保健福祉士学会第 10 回
大会(2011 年 6 月)にて発表した。また、同じく上野武治との共同研究で、日本精神障害リ
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１．調査期間：調査データの収集は 2010 年 6 月から 2011 年 8 月までの期間であり、各
対象者へのデータ収集日は表 2-1 に記載した。 
表 2-1 インタビュー実施状況 








面接室で約 1 時間実施した。 





 2010 年 8 月 18 日に 8 名のピアサ
ポーターと地域移行推進員のグルー
プインタビューを NPO 法人の会議室
で約 1 時間実施した。2011 年 2 月
25,26 日に 2名のピアサポーターと個
別インタビューを社会福祉法人が運
営する喫茶店で各 1 時間実施した。 
元対象者 
(i:ex-inpatient) 




接室で約 1 時間実施した。 








精神科病院   
関係者 
(h:hospital) 




 2011 年 7 月 5 日、精神保健福
祉士所属の病院相談室で約 1 時
間インタビューを実施した。 
 2010 年 9 月 28 日、精神科医所属の
病院相談室で約 1 時間インタビュー






 2011 年 2 月 17 日、所属の
地域活動支援センター面接
室で約 1 時間実施した。 








調査圏域および対象は第 1 章と同一であり、表 2-2 に調査対象者の基本属性を示した。 
 
表 2-2 調査対象者の基本属性 
対象 札幌 遠軽・紋別 後志 合計 
ピアサポーター 男性（50 代）    
女性（50 代） 
男性（20 代・40 代・50 代）
各 1 名、女性（50 代） 
男性(30〜60 代)5 名     
女性(30〜50 代)3 名 
14 名
元対象者 男性（60 代） （男性(40 代)）注） 男性(40 代)2 名 3 名 












 インタビュー調査の実施状況を表 2-2 にまとめた。 以後、A は札幌、B は遠軽・紋別、














表 2-3 インタビューガイド 
質問
項目 
ピアサポーター 元対象者 精神科病院関係者 地域移行推進員 




② 仕事のやりがい 日中の活動 ケース概況 ケース概況 
















⑥ 今後の事業への希望 ― 今後の事業とのかかわり 今後の事業とのかかわり 
 
３）分析方法 
分析は SCAT(Steps for Coding and Theorization)を用い、表 2-4 は分析例である。

























表 2-4 本データを基にした SCAT 分析例 






テクスト  <1> テ ク
ス ト 中 の
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① ピ ア サ
ポ ー タ ー
が い る と
困 っ た 時
に 助 け て
く れ る と
言 う 安 定
感 ② ピ ア
サ ポ ー タ
ーが「 ○○
さ ん 開 放
じ ゃ な い
のって」言
っ た ら 開

























































く ら い の
人 た ち は
な ん と か
なる② 30
年 ぐ ら い
の 人 に ど
うやった  
ら 社 会 体
験 を ま た
再 体 験 し









































































１．札幌 A 事業所の場合 
1）事業の経緯と社会資源の事情  
 今回対象としたのは札幌で最初に地域移行支援事業に取り組んだ A 事業所の活動の概略
である。札幌は道内で最も遅い 2009 年 3 月から事業をスタートした。市内 38 の精神科病
院への事業周知に時間を要し、最初は 5 病院 9 名の対象者から始まり、このうち最初の対
象者 D 氏（以下、D 氏）を A 事業所が担当した。D 氏の病院は事業開始前から退院者の支
援を行ない、アパートを借り上げ、住居環境を整えてきた(Ac)。D 氏には支援開始時から
2 名のピアサポーターと推進員が関わり、2010 年に支援が終了した(Ac)。D 氏の支援が順
調だったことが評価され、A 事業所は 2010 年 3 月から 2 人目の支援に取り組み(Ac)、対
象者は 2011 年 5 月に退院を迎えたが、金銭管理面のトラブルで 6 月に再入院し、インタ
ビューを実施した 8 月現在も入院継続中である(Ah)。その後、他の病院からの対象者も担
当し、少しずつ事業への参加が拡大している(Ac)。札幌市全体では、当初年 2 回実施した
自立支援協議会で対象者を決定したが、月 1 回の対象者決定会議に改め、2010 年度は対






2）対象者 D 氏への支援経過  
事業利用までの経緯、その後の経過、事業終了後の様子について述べる。以下 B、C 地
域も同様である。  
60 代、男性、統合失調症の D 氏は早くから退院の希望がありながらも家族の理解が得






























D 氏が入院した病院と A 事業所はこれまでつながりはなく、事業によって新しく関係が
形成されたものの、スタッフ同士の関わりはまだ充分ではなかった。D 氏の場合は病院内

















ていない(Ah)。   
 
















２．遠軽・紋別 B 地域の場合 
1）事業の経緯と社会資源の事情  
 Ｂ地域は精神障害者家族会が 1988 年に共同作業所を作り、2003 年に地域生活支援セン








対 象 者  
地域移行推進
員 











地域のチームアプローチの面では 3 か月に 1 度ケア会議を持ち、専門職スタッフとピアサ
ポーターがそれぞれの役割を確認する(Bh)。  
 
2）対象者 E 氏への支援経過  




















































３．後志 C 地域の場合 
1）事業の経緯と社会資源の事情  






 2007 年から精神科医主導のもとで地域移行支援事業がスタートした。2007 年から 2011




２）対象者 F 氏への支援経過  
 事業の支援を受け退院した元対象者を F 氏とする（以下、F 氏）。F 氏は 40 代、男性、
統合失調症で、入院期間が通算 10 年以上にわたり、入院生活も良かったが気楽な暮らし








対 象 者  
地域移行推進
員 

































































   
 
 強力なつながり有り 























対 象 者  
地域移行推進
員 







































































































第５節 結論  
 本章では北海道の 3 地域の事業実態とピアサポートの支援の効果について言及した。特
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2011 年 12 月〜2012 年 2 月。 
 
2）調査対象 
事業の年度： 2011（平成 23）年度の事業 
調査自治体：47 都道府県、19 政令市（2012 年度から政令市となった熊本市は除く） 
 
３）調査方法 
上記の 47 都道府県と 19政令市の精神保健福祉担当課宛にメールで下記の質問項目を送
付した。さらに必要な場合、電話でも確認した。 
調査項目：①各都道府県、政令市の二次医療圏域数（以下、圏域数） 
      ②2011 年度の地域移行支援事業実施圏域数 
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 都道府県：2012 年 6 月〜2012 年 10 月 
 政令市 ：2013 年 4 月〜2013 年 5 月 
 
2）調査対象 
 事業年度：2011 年度 








（２）3 群の数：全圏域導入群は 6 道県と 10 政令市、一部導入群は 17 都道府県と 1 政令



















トリック分析の方法は対応のない 3 群の比較は Kruskal-Wallis 検定を使用し、有意差が
示された場合は Steel-Dwass 法で多重比較を実施した。また、対応のない 2 群の比較は








各都道府県の圏域数で多いのが北海道の 21、千葉と大阪の 16、埼玉の 14 などで、少な
いのは群馬の 1、秋田、京都、鳥取、徳島の 3 で、平均は 7.4 である。 
 
（２）事業実施状況 
都道府県の事業実施状況は、全圏域での実施は 41 都道府県で 87.2％、未実施圏域を有
していたのは 6 県（山形、千葉、石川、広島、宮崎、沖縄）であるが、すべての圏域で未
実施の自治体はなかった。 
 圏域数でみると、全圏域数 350 のうち事業実施圏域数は 332 で、実施率は 94.9％であ
































































 北海道 21 21 21 100% 
近 
畿 






青森 6 6 0 0% 滋賀 7 7 1 14% 
岩手 9 9 2 22% 京都 3 3 0 0% 
宮城 7 7 3 43％ 大阪 16 16 8 50% 
秋田 3 3 1 33% 兵庫 10 10 0 0% 
山形 4 1 1 100% 奈良 5 5 1 20％ 
福島 7 7 4 57% 和歌山 8 8 0 0% 
関 
東 
茨城 9 9 0 0 
中 
国 
鳥取 3 3 0 0% 
栃木 6 6 1 17% 島根 7 7 7 100% 
群馬 1 1 0 0% 岡山 5 5 0 0% 
埼玉 14 14 9 64% 広島 8 2 0 0％ 
千葉 16 13 1 7.7% 山口 8 8 0 0% 
東京 12 12 6 50% 
四 
国 
徳島 3 3 2 67% 
神奈川 5 5 5 100% 香川 5 5 0 0% 
中 
部 
新潟 7 7 0 0% 愛媛 6 6 0 0% 
富山 4 4 0 0% 高知 4 4 0 0% 




福岡 13 13 0 0% 
福井 7 7 0 0% 佐賀 5 5 0 0% 
山梨 4 4 4 100% 長崎 10 10 0 0% 
長野 10 10 10 100% 熊本 11 11 0 0% 
岐阜 5 5 0 0% 大分 6 6 0 0% 
静岡 5 4 2 50% 宮崎 7 6 1 16.7% 
愛知 11 11 1 9% 鹿児島 8 8 0 0% 
     沖縄 6 3 3 100% 
 全合計 350 332 103 31.0%       
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表 3-2 地方別ピアサポート導入状況 
 







東日本 95.5％ 15（65.2％） 8（34.8％） 23(48.9%) 
西日本 94.2％ 8（33.3％） 16（66.7％） 24(51.1%) 
合計 94.9％ 23（48.9％） 24（51.1％） 47(100%) 
χ2＝6.19%※※    ※※ｐ<.01 
 
表 3-6 各調査票の対象数 
 全圏域導入群 一部導入群 未導入群 総数 
対象数 13 9 24 46 
 
2）各政令市の圏域数、事業実施状況、ピアサポート導入状況 
各政令市の回収率は 100％である（表 3-4）。 
（１）圏域数 
複数の圏域を有するのは大阪市 8 圏域、堺市と横浜市が各 4 圏域の 3 政令市で、他はす




















北海道 21 21 21 100.0％ 
東北 36 33 11 33.3％ 
関東 63 60 22 36.7％ 
中部 57 56 17 30.4％ 




近畿 58 58 19 32.8％ 
中国 31 25 7 28.0% 
四国 18 18 2 11.1％ 
九州 66 62 4 6.5% 
小 計 173 163 32 19.6％ 



















 札幌 1 1 1 100％ 





さいたま 1 1 1 100% 
千葉 1 0 0 0% 
横浜 4 4 4 100% 
川崎 1 1 1 100% 




新潟 1 1 0 0% 
静岡 1 1 0 0% 
浜松 1 1 1 100％ 
名古屋 1 1 0 0% 







京都 1 1 0 0％ 
大阪 8 8 6 75% 
堺 4 4 4 100% 
神戸 1 1 1 100% 
中
国 
岡山 1 1 1 100% 
広島 1 1 0 0% 
九
州 
北九州 1 1 1 100% 
福岡 1 0 0 0% 
 小 計 18 17 13 76.5% 





全圏域数は都道府県 350、政令市 32 の合計 382 である(B)。事業実施のある都道府県は
47、政令市は 16 で合計 63(C)、全自治体に占める事業実施自治体割合は 95.5％である(C/A)。
事業実施圏域数は都道府県 332、政令市 29 の合計 361 であり、全圏域に占める事業実施
割合は 94.5％であった(D/B)。 




したのは都道府県で 23、政令市で 11 の合計 34 である(E)。この数は事業実施都道府県 47
と政令市 16 の合計 63 に占める割合は 54.0％であった(E/C)。 
表 3-5 都道府県と政令市の合計 
 都道府県(47) 政令市(19) 計(66)A 比率(%) 
圏域数 350 32 382B ― 
事業実施あり 47 16 63C C/A 95.5 % 
事業実施圏域数 332 29 361D D/B 94.5% 
ピアサポート 
導入あり 
23 11 34E E/C 54.0% 
ピアサポート 
導入圏域数 




各調査票の回収数と回収率は以下表 3-6、分析対象数は表 3-7 の通りである。 
全圏域導入群は該当する全圏域でピアサポートを導入している都道府県 6 か所と政令市
10 か所であり、このうちの 13 か所から回答が得られた。また、一部導入群は全圏域の一
部の圏域でピアサポートを導入している都道府県 17 か所、政令市 1 か所が該当し、この
うち 11 か所が、また、未導入群はピアサポート未導入都道府県 24 か所、政令市 5 か所を









その結果、分析対象数は表 3-7 の通りである。 
 











都道府県(A) 5(83.3％) 11(64.7％) 20(83.3％) 36(76.6％) 
政令市(B) 8(80.0％) 0(0％) 4(80.0％) 12(75.0％) 
合計 13(81.3％) 11(61.1％) 24(82.8％) 48(76.2％) 
 
表 3-7 分析対象数 
 全圏域導入群 一部導入群 未導入群 総数 












表 3-8 正規性の検定結果 
 Shapiro-Wilk の検定 
群 統計量 有意確率 検定結果 
退院実績数 全圏域導入群 .891 .121 ＊ 
 一部導入群 .748 .005 n.s. 
 未購入群 .869 .011 n.s. 
新規対象者数 全圏域導入群 .887 .126 ＊ 
 一部導入群 .840 .058 ＊ 
 未購入群 .819 .002 n.s. 
継続対象者数 全圏域導入群 .791 .007 n.s. 
 一部導入群 .932 .499 ＊ 
 未購入群 .776 .001 n.s. 
協議会開催数 全圏域導入群 .899 .154 ＊ 
 一部導入群 .917 .445 ＊ 
 未購入群 .797 .001 n.s. 
個別支援会議開催数 全圏域導入群 .791 .008 n.s. 
 一部導入群 .931 .528 ＊ 
 未購入群 .708 .000 n.s. 
地域移行推進員数 全圏域導入群 .788 .007 n.s. 
 一部導入群 .461 .000 n.s. 
 未購入群 .722 .000 n.s. 
精神科病院数 全圏域導入群 .844 .024 n.s. 
 一部導入群 .892 .247 ＊ 
 未購入群 .594 .000 n.s. 
事業該当精神科病院数 全圏域導入群 .855 .033 n.s. 
 一部導入群 .935 .591 ＊ 
 未購入群 .901 .043 n.s. 
対象者の平均支援期間 全圏域導入群 .956 .739 ＊ 
 一部導入群 .934 .583 ＊ 





（２）退院実績数、新規対象者数、継続対象者数に関する 3 群間の比較 
表 3-9～表 3-11 の数値は退院実績数、新規対象者数、継続対象者数の 3 項目について、
各 3 群に分類される各自治体内の各圏域の中央値の平均を用いた Kruskal-Wallis 検定結
果である。たとえば全圏域導入群であれば、北海道の圏域の中での中央値、神奈川県の圏
域の中での中央値等を全 13 自治体について抽出したものを平均した値である。 
その結果、全自治体では、退院実績数、新規対象者数、継続対象者数の 3 項目とも有意
差があり（表 3-9）、政令市では退院実績数で有意差がみられた(表 3-11)。 
 
表 3-9 全圏域導入、一部導入、未導入群の実績の比較（全自治体） 
* p＜.05 ** p＜.01 (Kruskal-Wallis 検定) 
 
表 3-10 全圏域導入、一部導入、未導入群の実績比較（都道府県） 
*p＜.05 n.s.は非有意 (Kruskal-Wallis 検定) 
 
表 3-11 全圏域導入、未導入群の実績比較（政令市） 




退院後の平均支援期間 全圏域導入群 .664 .000 n.s. 
 一部導入群 .620 .000 n.s. 









退院実績数 7.13 2.06 1.95 11.90** 
新規対象者数 7.64 4.06 2.71 7.47* 









退院実績数 6.63 2.46 1.56 2.57 n.s. 
新規対象者数 1.67 4.36 2.09 3.34 n.s. 







退院実績数 7.38 2.88 0.05* 
新規対象者数 9.88 6.83 0.30 n.s. 






表 3-12 退院実績数に関する各群の多重比較 
水準１ 水準２ 統計量 検定結果 
全圏域導入群 一部導入群 2.50 t＜0.05* 
全圏域導入群 未導入群 3.46 t＜0.05* 
一部導入群 未導入群 0.73 n.s. 
    * t＜.05  n.s.は非有意 (Steel-Dwass 法) 
 
表 3-13 新規対象者数に関する各群の実績の多重比較 
水準１ 水準２ 統計量 検定結果 
全圏域導入群 一部導入群 1.32 n.s. 
全圏域導入群 未導入群 2.74 t＜0.05* 
一部導入群 未導入群 1.37 n.s. 
    * t＜.05  n.s.は非有意 (Steel-Dwass 法) 
 
表 3-14 継続対象者数に関するの各群の実績の多重比較 
水準１ 水準２ 統計量 検定結果 
全圏域導入群 一部導入群 1.75 n.s. 
全圏域導入群 未導入群 2.82 t＜0.05* 
一部導入群 未導入群 1.12 n.s. 














ピアサポーター数 8.11 人 1.36 人 0.00*  
 ＊ p＜.05 （Mann-Whitney のＵ検定） 







ピアサポーター数 6.8 人 1.36 人 0.00* 












表 3-17 事業実施体制における全圏域導入群、一部導入群、未導入群の比較（全自治体） 
 
   ** p＜.01   *p＜.05  n.s.は非有意 （Kruskal-Wallis 検定） 
 
表 3-18 事業実施体制における全圏域導入群、一部導入群、未導入群の比較（都道府県） 










事業協議会開催数 5.75 2.36 3.18 5.27  n.s. 
個別支援会議開催数 45.01 7 8.65 9.55 ** 
地域移行推進員数 4.08 5.94 4.69 0.59  n.s. 
精神科病院数 11.69 2.81 6.32 8.96 * 
事業該当精神科病院数 7.54 1.86 3.5 9.42 ** 
対象者の平均支援期間 11.51 7.79 9.90 1.53 n.s. 








事業協議会開催数 6 3.5 2.97 3.05 n.s. 
個別支援会議開催数 53.03 8.05 7.1 3.69 n.s. 
地域移行推進員数 1.5 5.6 4.53 1.59 n.s. 
精神科病院数 5 3.3 5.11 0.38 n.s. 
事業該当精神科病院数 5.6 2.33 2.92 0.70 n.s. 
対象者の平均支援期間 13.5 7.75 9.89 2.52 n.s. 
退院後の平均支援期間 7.5 3.81 3.19 4.45 n.s. 
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表 3-19 事業実施体制における全圏域導入群、未導入群の比較（政令市） 









表 3-20 個別支援会議開催数に関する各群の多重比較 
水準１ 水準２ 統計量 検定結果 
全圏域導入群 一部導入群 2.2 n.s. 
全圏域導入群 未導入群 2.6 t＜0.05* 
一部導入群 未導入群 -0.8 n.s. 
    ＊ t＜.05  n.s.は非有意 (Steel-Dwass 法) 
 
表 3-21 精神科病院数に関する各群の多重比較 
水準１ 水準２ 統計量 検定結果 
全圏域導入群 一部導入群 3.0 t＜0.05* 
全圏域導入群 未導入群 1.8 n.s. 
一部導入群 未導入群 -2.5 t＜0.05* 
    ＊ t＜.05  n.s.は非有意 (Steel-Dwass 法) 
 
表 3-22 事業該当精神科病院数に関する各群の多重比較 
水準１ 水準２ 統計量 検定結果 
全圏域導入群 一部導入群 2.8 t＜0.05* 
全圏域導入群 未導入群 2.1 n.s. 
一部導入群 未導入群 -2.0 n.s. 







事業協議会開催回数 5.63 回 3.75 回 0.30 n.s. 
個別支援会議開催回数 41.00 回 15.25 回 0.10 n.s. 
地域移行推進員数 5.38 人 3.67 人 0.35 n.s. 
精神科病院数 15.13 箇所 12.00 箇所 0.68 n.s. 
事業該当精神科病院数 8.75 箇所 5.88 箇所 0.73 n.s. 
対象者の平均支援期間 11.01 ヶ月 9.00 ヶ月 0.92 n.s. 

































































    体験通所の送迎 
    体験入所の見守り 








































































































































































（複数回答）        精神保健福祉士 
地域スタッフ：地域移行推進員 
      ：精神保健福祉士 
      ：ピアサポーター 
行政スタッフ：市町村事務職員 
      ：保健師 










































表 3-24 全圏域でピアサポートを導入する 5 道県の概況 
  北海道 神奈川県 山梨県 長野県 島根県 













































































年に 12 回。 有りの所とない
所がある。 
行っていない。 行っていない。 保健所が実施。 
ピアサポーターへの  
助言・指導の機会 










































2 群とも「採用予定がない」が多く、一部導入群では 83％、未導入群では 50％だったが、




































































































































































































・平成 24 年度以降協議会や地域体制整備コーディネーターの役割が減少し、平成 25 年度
から国の補助金事業としての地域移行支援事業は実施しない。 







以上の 3 群の自由記述の要点を表 3-26 にまとめた。 
 
表 3-26 自由記述のまとめ 



































































































いる 9）。同じく古屋の報告では、精神科病床１床あたりの予算が三重県は 16355 円と全国




あっと」を中心に医療と地域の連携が取れている。また、事業利用比率は全国 3 位である。 
これらの点から、全圏域でピアサポートを導入する自治体は地域移行支援事業全体をす
すめる仕組みを持つと言える。それらを図 3-1 にまとめた。 





























































































































































































































































4）神奈川県(2010)『平成 22 年度地域移行支援事業講演会資料』1-24, 2010.12.3. 
5）古屋龍太他(2011)「精神障害者地域移行支援にかかわる自治体の取り組みとアウトカム
評価～都道府県における事業実績の格差を中心に～」『日本精神障害リハビリテーション学





地域生活移行―」『ノーマライゼーション障害者の福祉』第 27 巻. 





告書（平成 19～21 年度）』1-138.  
11）「ふあっと」20 周年記念誌刊行委員会編(2007)『ふあっと 出雲の精神障害者の福祉
を支援する会 20 年の軌跡』やどかり出版. 
12）東美奈子(2013)「地域移行・地域定着支援におけるピアサポーター活動：ふあっとモ






からアウトリーチまで : 地域ネットワークを活かした島根県の取り組み (特集 精神障害
者の地域移行からアウトリーチまで)」『保健師ジャーナル』68(4), 306-316. 
16）Chambarin, J.(1977) On Our Own, McGrow-Hill. (=1996, 中田智恵海監訳『精神病
者自らの手で―今までの保健・医療・福祉に代わる試み』 解放出版社.) 









第 1節 はじめに 
第 1部第 3章において精神に障害のある人自らが権利の主体として主張することの重要
















調査は 2011年 12月から 2012年 2月までの期間である。 
２）調査対象 




















メールで返信を得たのが 31 都道府県、11 政令市、電話で確認できたのが 11都道府県、
5 政令市、公開されているホームページ上での確認が 5 都道府県、3 政令市であり、すべ
ての都道府県、政令市から情報を得ることができた。 
1）審議会の設置・開催状況 
（１）設置状況     
表 4-1 地方精神保健福祉審議会の設置・開催の有無 
 設置有り 設置なし 開催有り 開催なし 
都道府県(47) 41 6 38 3 
政令市(19) 18 1 17 1 
全自治体(66) 59 7 55 4 
 
表 4-1 のように、41都道府県が審議会または精神保健福祉協議会を設置し、福井、兵庫、
鳥取、愛媛、香川、宮崎の 6 県は設置がなかった。政令市は福岡市を除く 18 市で設置し
ていた。設置しない自治体は三障害を併せた協議会等で代替していた。 
（２）開催状況 




















3 24 8 3 3 6 
審議会を設置す
る政令市(18) 
0 7 7 3 1 1 
審議会を設置す
る自治体(59) 




の配置は 30.51％、当事者委員及び家族委員の配置は 81.36％である。 
都道府県のみの結果では、審議会を開催する 41件のうち当事者委員を配置する都県は、
岩手、福島、東京、千葉、山梨、長野、和歌山、高知、福岡、長崎、大分の 11 件、家族


























表 4-3 地方精神保健福祉審議会の全委員数 
 表 4-3は審議会の全委員数を 7 区分し、それぞれに該当する自治体数を示した。審議会
の全委員数の平均は 14.81人で、最頻値は 15,16 人であり、審議会委員数 13人から 16 人
の所が多い。 
（２）当事者委員数 
 都道府県で当事者委員を置く場合はいずれも 1名の委嘱だった。表 4-3 にあるように 15
人前後の審議会委員のうち、当事者委員の数が 1 人ということは、当事者委員に占める割
合は 7％弱である。 
 政令市は表 4-4に示すように 1〜3人のばらつきがあり、3人を委嘱するのが大阪府堺市、
2人を委嘱するのが神奈川県相模原市と福岡県北九州市である。 
表 4-4 地方精神保健福祉審議会の当事者委員数（政令市） 
当事者委員数 1人 2人 3人 
箇所数 4 2 1 




全委員数 8～10人 11,12人 13,14人 15,16人 17,18人 19,20人 21,22人 




















表 4-5 複数当事者委員を配置する政令市の職種・専門別人数 








家族委員 その他 全数 
相模原市 3名 3名 4名 2名 2名 1名 15 名 
北九州市 6名 5名 （2名） （2名） 2名 0名 15 名 
堺市 4名 4名 5名 3名 1名 1名 18 名 
・学識経験者：医学部を含む大学教員、弁護士 
・精神医療従事者：精神科医療機関の医師、精神保健福祉士 















相模原市 20％ 20％ 27％ 27％ 7％ 
北九州市 40％ 33％ （13％） （26％） 0％ 












































































































































































































































































































































































































































































































































当事者委員の参画は約 3 割、政令市の当事者委員参画は約 4 割であった。また、障害のあ





































































































また、もう 1 点として、2012 年 12 月に「新「障害者基本計画」に関する障害者政策委
員会の意見」が障害者政策委員会から発表された 6）。この中の「Ⅳ 分野別施策の基本的




















































































































































































＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域
事業実施主体
事業協議会開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
個別支援会議開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
地域移行推進員数 人 人 人 人 人 人 人 人
ピアサポーター数 人 人 人 人 人 人 人 人
精神科病院数
事業該当精神科病院数
対象者の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
退院後の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
平成23年度の
新規対象者数
人 人 人 人 人 人 人 人
退院実績数 人 人 人 人 人 人 人 人
継続対象者数 人 人 人 人 人 人 人 人
　行政機関・地域活動支援センター・その他（　　　　　　　　　　　　　）
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＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域
事業実施主体
事業協議会開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
個別支援会議開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
地域移行推進員数 人 人 人 人 人 人 人 人
ピアサポーター数 人 人 人 人 人 人 人 人
精神科病院数
事業該当精神科病院数
対象者の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
退院後の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
平成23年度の
新規対象者数
人 人 人 人 人 人 人 人
退院実績数 人 人 人 人 人 人 人 人
継続対象者数 人 人 人 人 人 人 人 人
＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域
事業実施主体
事業協議会開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
個別支援会議開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
地域移行推進員数 人 人 人 人 人 人 人 人
ピアサポーター数 人 人 人 人 人 人 人 人
精神科病院数
事業該当精神科病院数
対象者の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
退院後の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
平成23年度の
新規対象者数
人 人 人 人 人 人 人 人
退院実績数 人 人 人 人 人 人 人 人

































































































＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域
事業実施主体 　行政機関・地域活動支援センター・その他（　　　　　　　　　　　　）
事業協議会開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
個別支援会議開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
地域移行推進員数 人 人 人 人 人 人 人 人
ピアサポーター数 人 人 人 人 人 人 人 人
精神科病院数
事業該当精神科病院数
対象者の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
退院後の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
平成23年度の新規対象者数 人 人 人 人 人 人 人 人
退院実績数 人 人 人 人 人 人 人 人
継続対象者数 人 人 人 人 人 人 人 人
＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域 ＿＿圏域
事業実施主体 　行政機関・地域活動支援センター・その他（　　　　　　　　　　　　）
事業協議会開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
個別支援会議開催回数/年 回 回 回 回 回 回 回 回
地域移行推進員数 人 人 人 人 人 人 人 人
ピアサポーター数 人 人 人 人 人 人 人 人
精神科病院数
事業該当精神科病院数
対象者の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
退院後の平均支援期間 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
平成23年度の新規対象者数 人 人 人 人 人 人 人 人
退院実績数 人 人 人 人 人 人 人 人
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回 回 回 回 回 回 回 回 回
個別支援会議開催
回数/年
回 回 回 回 回 回 回 回 回






ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
退院後の平均支援
期間
ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月
平成23年度の新規
対象者数
人 人 人 人 人 人 人 人 人
退院実績数 人 人 人 人 人 人 人 人 人
継続対象者数 人 人 人 人 人 人 人 人 人
精神障害者地域移行・地域定着支援事業に関する調査票　Ⅲ
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Ⅱ 　ピアサポーターについてお尋ねします。
問１　当事業でピアサポーターを採用する予定はありますか。(注）
　①ある（　　　年頃を予定）、②予定したいが時期は未定、　③予定はない
問２　これまでピアサポーターを採用しなかった理由について（複数回答可）
　①ピアサポーターを担える人材がいなかった
　②専門職だけで事業を行なえる
　③ピアサポーターを採用した先進地域の例を知り、疑問を持った
　　　具体的に
　④予算の関係でピアサポーターの採用は難しい
　⑤ピアサポーターを活かすしくみが整っていない
　　　具体的に
　⑥その他（具体的に）
問３　ピアサポーター養成講座について
　１）ピアサポーター養成講座の実施
　　　①実施している、　　②実施していない
　２）①の場合の、実施運営主体は
　３）その他(具体的に）
問４　当事者団体のメンバーが事業に関わることはありますか。
　１）ある　①事業の啓発活動に協力
 (注）主に事業実施要綱に沿った形で、精神の病を持つ人びとに支援をお願いする場合を指し、非常勤として雇
用の関係にあるかは問いません。
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　　　　　　②その他
　２）ない
　３）今まではないが今後関わる予定がある。
　　　具体的には
Ⅲ　当てはまるものに御記入、または○をお付けいただき、自由記述部分にも御記入下さい。
問５　個別支援会議の構成員をお知らせください。（複数回答可）
　１）医療スタッフ：①精神科医、②看護師、③精神保健福祉士、④その他（＿＿＿＿＿）
　２）地域スタッフ：①地域移行推進員、②精神保健福祉士、③その他（＿＿＿＿＿＿＿）
　３）行政スタッフ：①市町村事務職員、②保健師、③その他（＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）
　４）その他の関係者
　　以上お尋ねした以外で、貴都道府県、政令市が、当事業の進展やピアサポーターの
　導入に向け、取り組んでいることがあればお教えください。
　尚、事業実施要綱や事業にかかわる具体的な資料がございましたら、ぜひ、お送り
いただきたく存じます。どうぞよろしくお願いいたします。
御協力ありがとうございました。
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